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概要 

2000 年代初頭以降に加速したタンザニアの経済成長は都市部の発展を促進し、それに伴って森林資

源としての木材需要も急速に拡大した。需要の増大は森林への産業的伐採圧を高め、同国内の森林資

源は減少している。持続可能な森林経営の手法として、熱帯の開発途上国を中心に住民参加型森林管

理（Participatory Forest Management: PFM）が導入される中、タンザニアでも 1990 年代後半から PFM

の制度整備と実装が進められてきた。しかし、経済成長に伴う人口増加と農業の拡大により、特に農

村部では森林保全と生活の両立が困難になる事例も多い。本稿では、タンザニアの森林事情と PFM の

制度構造、さらに換金作物を中心とする農業の拡大が森林に及ぼす影響を整理し、PFM を実効的なス

キームとして機能させるための条件を考察する。特に、森林認証制度を基盤とした地域参加型森林経

営の先進事例の取り組みを紹介し、地域社会・市場・制度が連携した森林保全モデルの可能性と限界

を検討する。 

 

1. タンザニアの森林劣化と森林減少 

タンザニアはアフリカ東部、インド洋に面した沿岸地域に位置し、北をケニア、南をモザンビーク

に挟まれた国土面積約 9,450 万 ha の連合共和国である。これは日本の約 2.5 倍の広さに相当し、約

50％（約 4,800 万 ha）が森林とされている 1)。北部にはアフリカ最大の湖であるビクトリア湖や、キ

リマンジャロ山、セレンゲティ国立公園、ンゴロンゴロ自然保護区など、豊かな自然資源が存在する。 

タンザニアは 1961 年にタンガニーカが独立し、1964 年にザンジバルと合邦した。独立以降は独自

のアフリカ型社会主義政策を展開したが、度重なる干ばつや近隣諸国との戦争などによって長らく経

済は混乱状態にあった 2)。しかし、2000 年代初頭に世界市場での鉱物資源価格の高騰を背景に経済成

長が加速し、特に都市部では急激な社会的発展が進んだ 2)。旧首都であり現在も経済の中心であるダ

ルエスサラームを中心に経済発展が進み、それに伴い国内の木材需要も急速に拡大した。その結果、

国内の森林では大径の有用樹種の伐採が進み、森林資源の劣化が深刻化している。2015 年に国連環境

計画（UNEP）がタンザニア政府と共同で実施した調査によると、2013 年から 2033 年の 20 年間にお
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ける森林破壊の経済的損失は、累計で約 2730 億タンザニアシリング（約 1 億 7100 万 US ドル）に相

当すると試算されている 3)。 

タンザニアの森林の大部分（約 4500 万 ha）は天然林であり、そのうち約 75％は Open Woodland と

される森林被覆率 10-40％の半乾燥林である 4)。中でも広範囲を占めるミオンボ林（Miombo woodland）

はタンザニアを代表する植生であり、マメ科の Brachystegia 属、Julbernardia 属、Isoberlinia 属の 3 つ

の樹種群が優占することで特徴づけられる。ミオンボ林は、タンザニア、モザンビーク、マラウィな

どの半乾燥〜半湿潤熱帯地域（年間降水量およそ 1000 mm 前後）に分布し、熱帯乾燥季節林（Seasonally 

Dry Tropical Forest）として分類される 5)。ゾウ、カバ、ライ

オンなどの大型哺乳類をはじめとした多様な生物が生息す

る生物多様性ホットスポットであり、アフリカ大陸全体の森

林の約 10％を占めるとも言われている 6)。 

タンザニアのミオンボ林における代表的な有用樹種とし

ては、Pterocarpus angolensis（スワヒリ語名：Mninga jangwa）

（図 1）、Afzelia quanzensis（Mkongo）、Millettia stuhlmannii

（Mpangapanga）などが挙げられる。これらはタンザニア国

内の家具材や建築内装材、構造材として広く利用されており、

いずれも通直で胸高直径が大きく、重硬で木材腐朽菌やシロ

アリに対する生物劣化抵抗性が高い 7)。これらの性質により、

地方農村部においても経験的に積極的に活用されてきたと考えられる。筆者が 2015 年にタンザニア

南部のリンディ州を訪問した際には、これら有用樹種の板材や原木が都市部のみならず農村部や幹線

道路沿いの個人経営の木工業者においても数多く取り扱われていた。しかし、2022 年以降、これらの

樹種は市場から姿を消し、代わりに Mchenga（Isoberlinia spp.）や Mwenbeti（Sterculia quinquiloba）と

いった、それまでほとんど流通していなかった樹種の板材が出回るようになっている。 

タンザニアにおける森林の減少には主に 2 つの要因が考えられ、それらが段階的かつ連鎖的な作用

によって進行している。第一に、木材需要増加に伴う伐採圧の上昇によって森林構造が変化し天然更

新が追い付かなくなっていることが挙げられる。これは、森林の生態機能が徐々に損なわれる森林劣

化（Forest Degradation）であり、農村や都市部での木材利用によって引き起こされている。第二に、農

地拡大による森林の転換である。これは木材利用のためではなく農業や家畜の放牧のために引き起こ

されるもので、森林被覆の恒久的な喪失を伴う土地利用の変化、即ち森林減少（Deforestation）と言え

る。これらは異なる目的に起因するが、実際の森林においては連関して進行すると推察される。森林

管理を考える上では、これら木材利用と土地利用の双方を包括的に考慮する必要がある。 

 

2. タンザニアにおける住民参加型森林管理の制度と実態 

 タンザニアでは、1998 年の国家森林政策以降、

2002 年の森林法の制定を契機として、コミュニテ

ィによる住民参加型の森林管理が制度的に推進さ

れてきた。これに伴い、森林の区分と管理体制には

いくつかの階層が設けられている（図 2）。 

まず、森林は大きく分けて Forest Reserve（森林

保護区）と Unreserved Forest（非保護区）に分類さ

れ、森林のうち Unreserved Forest は約 6%とされて

いる 1)。Forest Reserve にはさらに 2 つの主要区分

があり、タンザニア森林局（Tanzania Forest Services: 

TFS）が管轄する National Forest Reserve（NFR）と、

図 1：製材所に集められた原木 

（P. angolensis） 

図 2：タンザニアの森林区分 
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地域コミュニティが管理する Village Land Forest Reserve（VLFR）が存在する。NFR と VLFR の空間的

配置としては、農村の居住区から比較的近い森林域に NFR が、より奥地に VLFR が位置する傾向が

見られる。いずれの場合も、最終的な伐採の許可と管理責任は TFS にあり、資源管理が適切であるこ

とを TFS が証明する必要がある。 

VLFR には、地域住民が自ら所有・管理する Community-Based Forest Management（CBFM）と、政府

または民間企業の所有地を地域住民と共同で管理する Joint Forest Management（JFM）の 2 形態が存在

する。これらは総称して Participatory Forest Management（PFM）と呼ばれ、国から地域住民への森林管

理権限の移譲を通じて持続的な資源利用を実現することを目的としている。実際の森林面積で見ると、

CBFM による管理が約 230 万 ha、JFM が約 540 万 ha とされ、JFM の方が規模としては大きい 1)。PFM

は、持続可能な森林管理の有望な方法論の一つとして期待されており、現在、タンザニア全体の森林

の約 15％が PFM の対象となっている 1)。対象面積こそ限定的であるものの、PFM は自然資本・社会

資本・金融資本の三側面において有効に機能したとされ、森林の回復が確認された事例も報告されて

いる。一方で、地域によっては PFM の実質的な崩壊とみなせる事例も存在する 1)。主な課題としては、

森林管理計画を立案・実行するための専門知識や技術支援の不足、ならびに資金面でのドナー依存が

挙げられる。PFM の継続性を担保するためには、収益性の高い「フラッグシップ木材種」の設定、木

材価格の安定化、そして長期的な森林管理スキームの構築が重要な課題である。 

一方、Unreserved Forest は一般的に Open Area と呼ばれる地域に属し、農村の居住区に最も近い位

置に分布する。この Open Area では、地域住民が伐採の制限を受けることなく薪炭材や生活用材の採

取、焼畑による農地開墾などを自由に行うことができる。実際、地方農村部では換金作物（ゴマ、カ

シューナッツなど）をはじめ、トマト、オクラ、米、ピーナッツ、メイズ（トウモロコシ）など多様

な作物が Open Area で栽培されている。また、スクマ族などの民族による家畜飼育も広く行われてい

る。 

このように、Open Area は地域住民にとって生活の基盤となる一方で、法的な規制が弱いために違

法伐採の温床にもなっている。例えば、タンザニアにおいて最も高い経済価値を持つ樹種であるアフ

リカン・ブラックウッド（Dalbergia melanoxylon、スワヒリ語名：Mpingo）はワシントン条約（CITES）

附属書 II に掲載され 8)、タンザニア国内でも厳格に管理さ

れている。そのため、NFR や VLFR で伐採された個体には、

原木と切り株の両方に伐採年や管理情報を刻印する簡易マ

ーキングが義務づけられている（図 3）。これは、合法的か

つ持続可能な森林からの産出物であることを証明し、輸出

に必要なトレーサビリティの一環である。しかし、Open 

Area で伐採された個体にはこの刻印が施されない。法的に

は国内流通に限り利用可能であるが、現実には、Open Area

で伐採された木材が NFR や VLFR の刻印付き原木と混在

され、製材後に違法に輸出される事例がある。このような

違法伐採取引は、近年特に問題視すべきである。 

 

3. 農地拡大と森林資源の競合構造 

 タンザニアにおける主要産業の一つである農業は、同国の森林減少を引き起こす主たる要因と考え

られている。特に、小規模農業の拡大に伴う焼畑や火入れによる森林火災が森林面積の大幅な減少を

招いており、現在の森林減少の約 89％が小規模農業に起因する 9)。ここでいう小規模農業とは、地方

農村における家族単位の生産活動を指し、企業的な大規模プランテーションとは異なる。すなわち、

近年進行する農村部の人口増加がその背景にある。そして、このような農地拡大は一般的に農業が行

われる Open Area における森林、そして森林保護区へと広がっている。 

図 3：伐採後の切株に押される刻印 

（赤矢印部） 
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タンザニアの主要作物の耕作面積

の推移（表 1）を見ると、人口増加に伴

い主食であるメイズやコメの耕作面

積が拡大している一方で、ゴマ、ヒマ

ワリ、カシューナッツといった換金作

物の作付面積が 2005 年から 2020 年に

かけて急増している 10)。特にゴマは

2020 年時点で 2005 年比約 5 倍、カシ

ューナッツは約 4倍に増加した（表 1）。

筆者が調査対象としているリンディ州キルワ県においても、ゴマとカシューナッツはいずれも主要な

換金作物として農家に広く受け入れられており、特にゴマは単年性で収益性が高いため、広範囲での

栽培が確認されている。リンディ州における収穫時期は、ゴマが 6～7 月、カシューナッツが 9～10 月

である。 

タンザニアは年間約 70 万トンの出荷量を誇る世界有数のゴマ輸出国であり 11)、主な生産地はリン

ディ州とモロゴロ州である。両州では農法に違いがあり、いずれも無施肥による栽培が主であるもの

の、リンディ州では焼畑による移動農法、モロゴロ州では定地農法（常畑）が主流である。収量の比

較では、リンディ州がモロゴロ州の約 2 倍の収量を記録しているとされる 12)。本来、タンザニアの地

方農村では多種多様な作物の少量生産を特徴とするが、近年は世界的なゴマ需要の高まりによる価格

上昇や、単年で収益が得られるという利点から、ゴマ栽培に集中する傾向が一部の農村で顕著になっ

ている。 

一方、カシューナッツはリンディ州やムトワラ州の

海岸部から内陸にかけて広く栽培されている代表的な

換金作物である。苗木を植えてから 5 年ほどで結実を

始め、その後は毎年収穫可能となる。カシューの木は林

冠を広く展開することで収量が増加するため、広い植

栽間隔と広大な土地面積が必要とされる。タンザニア

国内には、カシューナッツを食用ナッツに加工する本

格的な産業基盤が存在しないため、収穫物の多くはイ

ンドなどへ輸出され、加工後に再輸入される形が一般

的である。2020 年には、タンザニアは世界第 4 位のカ

シューナッツ輸出国となっており、年間約 12.5 万トン

を輸出している 10)。こうした背景から、収穫量は安定

するものの、買い取り価格の変動や中間加工業者への

依存のため、農家に残る収益は必ずしも高くない。 

このように、ゴマやカシューナッツといった国際市場

と直結する換金作物は、地方農村における貴重な収入源

であり、その栽培地の多くは Open Area に位置している。

しかし、Open Area といえども利用可能な土地には限り

があり、人口増加により農業従事者が増えれば、農業適

地の希少化は避けられない。そこに家畜放牧を生業とす

る遊牧系民族（例：スクマ族など）が移入してくること

で、農耕民との土地利用をめぐる衝突が生じやすくなっ

ている。実際に筆者が調査を行っているリンディ州キル

ワ県では、農業、放牧、森林保護区の三者間で土地利用

の競合が顕在化しており、農業適地を求めて VLFR に侵

表 1：作物の耕作面積推移（2005年から 2020年）10) 

Commodity
2005

Production area (ha)

2020

Production area (ha)

Percent

increase/decrease

Maize 3,109,590 4,200,000 35%

Sesame 156,250 960,000 514%

Cashew 161,380 795,572 393%

Sunflower 340,000 1,030,000 203%

Rice 701,990 1,038,343 48%

Coffee 235,700 219,857 -7%

Cotton 526,720 500,000 -5%

図 5：開墾される直前の VLFR 

（小径材を切り着火材とする） 

図 4：農村でのカシューナッツ栽培地 

（リンディ州キルワ県） 
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入する動きも確認されている。人口密度が低く森林率の高かったこの地域には他地域からの人口流入

が進み、Open Area だけでなく VLFR における違法伐採や農地転換が急増している（図 5）。こうした

動きが土地紛争へと発展し、時には政治的圧力によって保護区側が土地の一部を明け渡さざるを得な

い事例すらある。このように、地域の農地拡大を主因とした森林減少は Unreserved Forest から保護区

へと波及しており、農地転換により木材資源がさらに減少するという悪循環を生んでいる。この構造

的な課題に対して単なる土地利用規制や制度整備だけでは限界があり、森林と地域社会の関係性を捉

え直し、地域社会と調和した森林管理の実装が求められる。 

 

4. 森林認証を基盤とする住民参加型森林経営 

 森林は農業や地域住民の生活と密接に結びついており、森林保全を目的とした一方的な土地利用規

制は、かえって住民の生活を圧迫し、結果として森林減少を加速させる可能性がある。実際、タンザ

ニアでは Unreserved Forest を含む Open Area での農地拡大や人口流入が、結果として森林保護区にお

ける土地紛争を誘発するなど、制度的な保全体制に影響を及ぼしている。持続可能な森林経営を実現

するには、制度の整備だけでなく地域社会と調和した実用的なスキームを構築し、それを地域産業の

一部として根付かせることが不可欠である。タンザニアの事例は、その困難さと同時に、そうした地

域に調和した森林保全スキームの構築というアプローチの可能性を併せて示唆していると言える。 

地域に調和した森林経営スキームとは、単に適切な森林管理を行うだけでなく、森林資源のサプラ

イチェーンを確立し、森林管理の成果が地域住民に安定的に還元される構造を含んでいなければなら

ない。そのためには、森林に直接関与しない外部のステークホルダーが、森林の状態や管理の妥当性

を第三者的に評価できる仕組みが求められる。ここで重要な役割を果たすのが、森林認証制度である。

特に欧州を中心に発展してきた FSC（Forest Stewardship Council）認証は、森林の持続可能性を保証す

る国際的な評価基準として機能している。 

タンザニアにおける先進的な事例として、Mpingo 

Conservation & Development Initiative（MCDI）の取り組

みが挙げられる。同団体は 2004 年に設立され、クラリ

ネットやオーボエといった木管楽器の管体材料として

世界的に使用されているタンザニアの代表的木材種ア

フリカン・ブラックウッド（Dalbergia melanoxylon）を

森林保全のフラッグシップ種と位置づけ、2009 年には

アフリカで初めて CBFM に対する FSC 認証（FM 認証）

を取得した 13)。以降、住民による森林管理と認証を組み

合わせた森林経営システムを実装してきた。MCDI は森

林法に基づいて村ごとに VLFR を設置し（図 6）、村の

住民に森林の法的権利を与えることで、森林からの収

益が村に還元される制度を確立した。同時に、住民た

ちで有期に構成される Village National Resource 

Committee（VNRC）を組織し、森林資源の管理や木材

取引における交渉を担わせた。これにより、従来は村

に残ることのなかった伐採収益が村に直接入るように

なった。2021 年時点で 23 の農村が本プロジェクトに

参画し、約 25 万 ha の森林が対象となっている。 

このシステムでは、村評議会（VC）（図 7）と VNRC

が伐採収益の 90％を受け取り、両者で 50％ずつを分配

する。残りの 10％は MCDI や県に支払われる 14)。MCDI

図 6：VLFRの境界部分の看板 

図 7：村評議会の開催 
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は森林にある各樹種の価格設定を行い、2024 年時点でアフリカン・ブラックウッドの原木は 1 m³あ

たり約 150 USD（約 35 万 TZS）で安定的に取引されている。VC はこの収益を水資源整備、衛生設備、

小学校制服の支給、保険制度など公共事業に活用しており、VNRC は森林境界の管理や違法伐採の監

視等に充てている。森林の実質的な管理は、FSC 認証の基準に基づき MCDI が担っている。 

この MCDI のシステムは、形式としては一般的な CBFM と大きな違いはないが、以下の点で持続可

能な住民参加型森林経営の実装モデルとして機能していることが特徴である。第一に、従来は価格交

渉の余地がなかった農村が、安定価格で取引できる基盤を得たことは大きい。MCDI との合意文書で

は「土地の所有権は住民にある」と明記され、村の意思が森林管理や取引に反映される構造が担保さ

れている 13)。第二に、伐採収益が村の社会的インフラや森林保全活動に直接還元されることで、森林

保全が地域社会の発展と一体化した。これは、外部団体による寄与ではなく、住民自身が管理し自ら

の暮らしの改善に森林を活用するという点で意義が大きい。第三に、アフリカン・ブラックウッドと

いう高付加価値材が、世界的な楽器市場と接続されていることにより、伐採木材の安定的な需要が見

込める。このように、村による FSC 認証維持と企業による信頼ある資源確保が、持続的な資源供給を

求める企業と、森林保全による収益化を求める村との間に Win-Win の関係が成立している。 

MCDI による FSC 認証に基づく CBFM は、アフリカン・ブラックウッドの需要先である木管楽器

市場、即ちタンザニア国外の市場を対象とした高付加価値材を軸としており、Open Area における農

地拡大やタンザニア国内の木材需要とは直接的には結びつかないように見える。しかし、このシステ

ムの意義は、森林を適切に管理することで木材収入を獲得し、その収益を地域コミュニティの福祉や

森林保全に再投資するという「ビジネスとしての森林保全」を実現しつつある点にある。実際に MCDI

の取り組みに参画する農村の VLFR では、地域住民による森林境界の整備や違法伐採の監視が FSC 認

証の下で自主的に制度化されており、森林の秩序的管理が可能となっている。これは結果として、Open 

Area からの土地転換や違法伐採による森林減少の抑制となり、国内市場向けの木材種の保全にも繋

がる。 

PFM はしばしば、ドナー依存型で収益化に至らず停滞する事例が少なくない。特に、地域住民の森

林管理権が形式的に付与されていたとしても、収益構造や市場との接続が不十分である場合、PFM は

実質的に機能しないという指摘がある 15)16)。その点で、市場と連動した森林経営の構築は PFM 成功の

鍵であるともいえる。ただし、MCDI の事例においても近年は FSC 認証維持に関する資金確保が難航

しており、25 万 ha という広大な森林に対して継続的な資源モニタリングと審査費用が重くのしかか

っている。面積を増やさなければ市場要求に応えられる収量が確保できず、伐採圧が高まれば樹木の

質が低下するというジレンマも存在する。これは、PFM に制度と市場があったとしても、地域コミュ

ニティ単体での維持には限界があることを示す代表的な制約課題である 17)。 

MCDI の事例の背景には、特定の市場価値を持つフラッグシップ種の存在と、それを制度的に収益

に繋げられるサプライチェーンの存在があった。こうした条件が満たされない地域では、制度・市場

構造の導入設計が求められる。住民参加型森林経営の実現には、制度・資源・市場・地域社会の 4 要

素が有機的に結びつく必要がある。PFM では、制度が整っていても、市場や収益構造が不十分なまま

終わっているケースが多い。単なる「参加」の枠組みを超えて、地域の意思決定、経済的還元、国際

的トレーサビリティの確保といった多層的な構造が求められる。森林認証はそれらを接続する役割を

果たし得るが、制度の持続には安定した資金と需要先の確保が不可欠である。特定のフラッグシップ

種が国際市場で価値を持ち得る場合、その地域では PFM を成功させる土壌が形成されやすい。しか

し、そのようなフラッグシップ種を有さない多くの地域においては、代替収益構造の構築や新たな認

証制度の簡素化や適切な分権化も今後の検討課題であろう。タンザニアの PFM の実践例は、日本を含

む他国にとっても示唆に富んでいる。制度や政策が機能するには、社会と調和した実装可能性が不可

欠であることを私たちは改めて学ぶ必要がある。 
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